GHQが預かった室蘭の朝鮮人未払金の行方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１９４５年７月１５日に米軍による艦砲射撃により亡くなったとされている当時１５歳と１６歳の少年の遺骨三体が今、室蘭市の光昭寺に安置されている。彼等は旧日本製鉄に訓練生として徴用・動員された朝鮮の少年たちである。強制連行強制労働犠牲者を考える北海道フォーラムはその遺骨の返還に取組んでいる。骨箱に納められていた空の香典袋や給料の明細書を見て、遺族はこのお金はどこにあるのだ。こんな空袋はいらんからとそれらをつき返して寄こした。それで私たちは、彼らが受取るべき未払い金の調査を開始した。この報告は、その中間報告である。

1. 連合軍占領期の状況

(1) 占領とは

日本国家の主権は無かった

GHQは、軍隊組織であり縦割りの命令系統が徹底した組織であった

在日朝鮮人問題を担当するセクションは無かった

8月29日　米軍空挺部隊、30日マッカーサー厚木到着、横浜に総司令部設置

9月2日　日本は降伏文書調印

9月8日　第24軍団朝鮮の仁川に上陸、9月11日米軍政庁を開設

　 9月14日　船舶の運航を原則的に許可した

(2) アメリカ軍は治安維持と経済安定を第一義に占領軍政をすすめた

①　中国人、朝鮮人の蜂起の沈静化策を必要とした

②　朝鮮人と結びついた共産党の影響拡大を阻止する必要があった

③　日本経済の維持のために、石炭を必要とした

　　(3) 占領軍と日本政府はどのような政策を取ったか

　　　　①　中国人、朝鮮人の取締りを日本警察が行うことをGHQが許可

②　中国人、朝鮮人の帰国促進

        ③　復員者を炭鉱に導入

2. 中国人、台湾人、朝鮮人、日本人の帰還・引揚状況

　　

　日本人　軍人・軍属(含む朝鮮人、台湾人) 370万人、一般人370万人

　　朝鮮人　日本国内に総数193万人、内強制連行労働者28万人　(警保局保安課)

　　　　　　朝鮮籍の軍人・軍属は、約242,000人　　　(「引揚援護30年の歩み」) (4)
　　　　　　海外に動員された朝鮮人労働者の数は、南洋5931人、樺太16,113人などなど

　　台湾人　台湾籍の軍人・軍属は、約207,000人　　　(「引揚援護30年の歩み」) (4)
    中国人　強制連行中国人は、50,685名、死亡6,838名

　

(1) 帰還の時期

日本人　8月18日から24日までの間、一万トン級2隻を含む4～5千トン級27隻が各地からの引揚者を満載して博多に入港

8月28日　占領軍が朝鮮の日本人引揚のため下関(仙崎)～釜山航路再開許可

　　　　　　　(9月1日　朝鮮人を乗せずに博多から釜山に出航、9月3日帰港)

朝鮮人　8月19日　浮島丸　朝鮮人3735人を乗せ大湊から出航、8月24日舞鶴で沈没                                                                    

9月1日　「朝鮮人集団移入労務者等の緊急処置」帰還想定32万人(6-p99)
9月4日　関釜連絡船が朝鮮人軍人・軍属2552人、一般人16人を乗せ出航

　　　　　　　　　　　　(これが政府による送還の第一陣であった) (6-p102)　

 9月12日　鉄道総局は、連絡船の一般旅客を停止し集団復員帰還用に(6-p129)　
　　　 　9月20日までに外地から釜山に93,400人が帰還した　(6-p109)

　　　 　11月4日　GHQ調査団札幌会議　11月15日以降　毎日1,000人を鉄路で、

　　　　　　　　　　　　12月1日より海路で更に1,000人を帰還させる意図　(1-p41)

            北海道の場合、1946年1月で強制連行朝鮮人の集団帰還は終了した  (5-p425)  　　　　　　

　　　　　　　 1945年8月15日から11月30日までの「自発的集団出国」で525,000人が帰国した。(W・ワーグナー) (4)
           1945年12月1日から1946年末までに更に525,000人が帰国した。(同上) (4)

           1946年2月11日　GHQ指令　帰国希望者、残留希望者の調査　(5-p428)
　　　　　　　              　　　　　　

　台湾人　12月27日から開始、翌1946年4月に完了(「引揚援護30年の歩み」) (4)
　中国人　10月20日　北海道の場合、第一陣引揚、室蘭港から中国へ1534人(5-p424)
　　　　　

　　 (2) 帰還の条件

　　　　　10月12日　GHQ/SCAPの覚書　持帰り金一人1,000円、その他の貴金属、残金額

については領収書を発行して受取、後日、為替清算をする。(6-p129)

           　　　　この時、没収・預けられた金員はその後どのようになったかについて、報告者はまだ知らない。

3. 朝鮮人労働者の未払い金について

(1) GHQの未払い金の取扱いについて

1945年 10月29日　GHQ覚書「日本の炭鉱における朝鮮人労働者の預貯金及び賃金の朝鮮での支払いについて」(5-p432)
　　①　朝鮮へ送金或いは日本銀行の特別口座に預金することを命ずる

2 該当労働者の氏名、住所、未払い金額、朝鮮国内の受取人の氏名と住所を記載した4枚複写の報告書を総司令部に提出すること。なおこの報告書は毎月提出するものとする。

GHQに提出された報告書、預り金明細書は現在どこにあるのだろうか
　

　1946年3月11日　北海道地方軍政部の第74軍政中隊は、北海道内の炭鉱などから回収した朝鮮人未払い賃金や預貯金など合計2,059,817円16銭を日本銀行本店のGHQ口座に送金した。(6-p433)

　　                  この中には、死亡した朝鮮人軍人・軍属68名の未払い金18,399円44銭が含まれている。

この外に、在日朝鮮人連盟などの民族団体から没収した43,865円60銭、興正会から押収した813,842円37銭があり、1946年5月31日までにGHQ口座に入金した金額は、3,074,360円01銭になっている。(6-p435)

これらの金額の中から、夕張炭鉱の未払い賃金191,214円88銭、2,025,437円16銭の支払い承認がなされている。(6-p433)

     ただし、この金額が朝鮮に送金されたかどうか。遺家族に渡されたかどうかは現時点で

まだ不明である。

さらに、北炭の企業側資料によると、死亡者、逃亡者の未払い金452,022円53銭を

1946年3月30日に北海道地方軍政府に連絡している。(6-p436)

　(2) 日本銀行GHQ口座について

　　①　　「連含軍預託金口座」の残高は，1946年3月31日現在，898万7，427円，1952年2月末現在，114万6，375円となっていたが，52年2月20日付SCAP覚書により，上記残高は賠償庁の保管金に振り替えて残高ゼロとなり，さらに，3月1日付SCAP覚書に基づいて4月10日に同口座は廃止された。[(8)から引用]
②　「日本銀行沿革史」によると

1945年10月に当座預金で、石炭企業関連の口座が開設された。

1946年3月1日に、GHQ管理口座が開設された。

1947年1月24日付けGHQ覚書「日本の炭鉱に働く朝鮮人労働者の貯蓄金並びに配当の支払いに関する件」に基づき、当座預金からGHQ管理口座に1947年3月1日に振り替えた。

1952年4月か5月ごろにGHQ管理口座を廃止し、賠償庁に残高を移した。

賠償庁は、総理府の外局として設置された。(7)
　(3) 日本政府の供託指示

1 1946年8月27日　厚生省から司法省へ問合せの回答

民事甲第516号　民事局長通達　(2)　

　　　「朝鮮人労務者等に支払うべき賃金・・・・事情により支払いできないものの供託手続」

　

　②　1946年10月12日　労発第572号　厚生省労政局長通牒　(2)
　　　　　　　　　　　　「朝鮮人労務者等に対する未払金その他に関する件」

　　　事業主は、供託書の番号、供託年月日、供託所名、受取人の氏名、本籍地、雇用及び解雇の時期、解雇の事由、未払い金の内訳を記載した報告書三部を地方長官に提出すること。

　　　事業主は、保管中の預金通帳につき受取人の氏名、預金の種類、貯金額を記載した報告書を三部地方長官に提出すること。

　　　朝鮮人連盟その他第三者に引き渡した場合は、その引渡し先の名称、責任者名、引渡年月日、引渡し金額、引渡し金額の算出明細を記載した報告書二部を地方長官に提出すること。

　　これら地方長官に提出された報告書は、現在どこにあるのだろうか
4. 室蘭で返還を取組んでいる遺骨の未払金に関する二つの文書について
(1)「日本占領・外交関係資料集」(第7巻)に収録されている「中央連調半月報」(第24号・昭和24年2月5日発行)に記載されている(元資料の34頁から35頁、掲載本236頁)次のような一文です。

「中央連調」とは、占領軍総司令部(GHQ)と日本政府との連絡調整のために設置された日本政府の機関です。連絡調整中央事務局、「北海道連調」とは北海道地方連絡調整事務所のことです。

	朝鮮人に対する未払金の朝鮮本国への送金に関する件

日鉄輪西工場では戦時中徴用していた朝鮮人に対する未払給料を朝鮮本国に送金すべく在室蘭進駐軍官憲に斡旋方を依頼し現金を引渡しておったが其の後未だ送金しあらざること判明し行○みの状態となっている趣を以て、客年十月北海道連調より本件送金に関する手続等の査報方促進依頼があったことから大蔵省に照会したところ、其の取扱い方針を次の如く回答があったので右北海道連調に通報した。

記

(1) 日鉄輪西工場は在室蘭進駐軍からその預託した朝鮮人595名に対する未払給料総額173,798円47銭の返還を受け、之を東京銀行本店に在る「The Government of the Republic of Korea National Distributing Account No82 に払込むこと。

(2) 右朝鮮人595名の氏名、個人別未払給料及び朝鮮における本籍地若しくは家族の住所氏名に関する明細表五部を前項による払込に関する送金取扱い銀行の領収証書と共に大蔵省理財局管理課宛提出すること。

追って本明細表は朝鮮に於いて受取人に対して支払いを為すための資料となるものであるから、この点お含みの上作成されたい。




(2) 1953年7月作成の富士製鉄株式会社の報告書「朝鮮人遺骨送還について」(外務省外交資料館に保管されている文書『太平洋戦争終結による旧日本国籍人の保護引揚関係・朝鮮人関係・遺骨送還関係』収録文書)に次の記載があります。

	昭和24年1月28日

北連調発第二号を以て北海道連絡調整事務局長より連合国最高司令部経済科学局の指示による朝鮮人に対する未払金の処理方法が連絡あった。

その指示により室蘭駐在部隊を訪れたが、既に進駐軍が撤退したので、具体的な方法はとれなかった。




(3 これらの資料から、1946年7月29日に在室蘭進駐軍司令部に預けた朝鮮人の未払金は、韓国の遺家族に渡されること無く今日まで来ていることが分かります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5. まとめ

GHQが預った朝鮮人のお金を法務省に供託した痕跡はない。日本政府が供託の通牒を出したのはその後のことである。GHQ文書の中には、遺家族への支払いを朝鮮の米軍政庁に石炭を送りその代金と相殺する案があった。実際に日本から石炭を送ったとの話もある。(5-433)

　また、GHQの預り金に添付されていた記録書は何処にいったのだろうか。GHQ文書には、現地軍から朝鮮の米軍政庁に送るとの文書もある。しかし、地方軍政部がその控えを本国に持ち帰った可能性もある。地方軍政部の文書は、日本の国立国会図書館には無い。アメリカでの調べが必要である。

　だが、朝鮮側で受取ったとの記録は分からない。韓国の軍政府の文書を捜す必要がある。この仕事は、韓国の真相究明委員会に解明をお願いしたい。韓国の米軍政庁から遺家族が未払い金を受取ったかどうかの聞取り調査もお願いしたい事項である。

　もし、遺家族に支払われていなければ、アメリカ政府に対し遺家族は請求する権利を持つことになる。これは日韓条約で解決済みとは言えない。

　また、GHQ口座にそのまま残っていたとするならば、それは日本の賠償庁に渡されたことになる。そして、それは賠償資金、ODN資金となった可能性もある。

　最後に、この調査の資料発掘、翻訳などに木村嘉代子氏のご尽力があり何とか中間報告までたどり着けたことと、先行の諸先輩の調査・研究があったことを感謝申しあけたい。

　　いずれにしてもまだ分からない事ばかりである。遺族の声に応えるために皆様のご協力を仰ぎたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(この章担当　小林久公)

　　___________________________________________________________________________________
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